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(57)【要約】
【課題】仮想同期発電機のコンセプトを用いることで、
分散型電源からの電力変動及び配電系統の周波数変動に
基づいて配電系統へ供給する電力を適切に制御する
【解決手段】分散型電源と配電系統との間に設けられ、
蓄電装置と、分散型電源の出力電力に対して蓄電装置の
充放電を行う電力変換装置と、電力変換装置の充放電の
制御を行う充放電制御装置とを備えた蓄電システムにお
いて、分散型電源の電力を検出する分散型電源電力検出
部と、蓄電装置の充電容量を算出する蓄電装置充電容量
算出部と、蓄電装置充電容量算出部の出力に基づいて、
蓄電システムを含めた分散型電源の出力指令値を算出す
る出力指令値算出部と、出力指令値算出部と分散型電源
電力検出部との出力結果に基づいて、電力変換装置に対
して蓄電装置の充電または放電指令値を出力する蓄電装
置充放電指令部とを備える。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　分散型電源と配電系統との間に設けられた蓄電システムにおいて、
　蓄電装置と、
　前記分散型電源の出力電力に対して前記蓄電装置の充放電を行う電力変換装置と、
　前記電力変換装置の充放電の制御を行う充放電制御装置とを備え、
　前記充放電制御装置は、
　前記分散型電源の電力を検出する分散型電源電力検出部と、
　前記蓄電装置の充電容量を算出する蓄電装置充電容量算出部と、
　前記蓄電装置充電容量算出部の出力に基づいて、前記蓄電システムを含めた前記分散型
電源の出力指令値を算出する出力指令値算出部と、
　前記出力指令値算出部と前記分散型電源電力検出部との出力結果に基づいて、前記電力
変換装置に対して前記蓄電装置の充電または放電指令値を出力する蓄電装置充放電指令部
とを備え、
　前記電力変換装置は、前記蓄電装置充放電指令部からの出力に基づいて前記蓄電装置の
充放電を行う
ことを特徴とする蓄電システム。
【請求項２】
　請求項１記載の蓄電システムにおいて、
　前記出力指令値算出部は、前記蓄電装置充電容量算出部により算出された前記蓄電容量
と、予め定められた前記蓄電装置の蓄電容量基準値とを比較して、前記出力指令値を算出
することを特徴とする蓄電システム。
【請求項３】
　請求項１または請求項２記載の蓄電システムにおいて、
　前記蓄電装置充放電指令部は、前記出力指令値算出部により算出された前記出力指令値
と、前記分散型電源電力検出部により検出された前記分散型電源の電力とを比較し、これ
らの差分を解消するように前記蓄電装置の充電または放電指令値を出力することを特徴と
する蓄電システム。
【請求項４】
　請求項１～請求項３のいずれかに記載の蓄電システムにおいて、
　前記蓄電装置はキャパシタであり、
　前記蓄電装置充電容量算出部は、前記キャパシタの電圧を検出して前記充電容量を算出
することを特徴とする蓄電システム。
【請求項５】
　請求項１～請求項４のいずれかに記載の蓄電システムにおいて、
　前記充放電制御装置は、前記配電系統の周波数を検出し、この配電系統の定格周波数と
の偏差を検出する系統周波数検出部を備え、
　前記出力指令値算出部は、前記系統周波数検出部の出力にも基づいて前記蓄電システム
を含めた前記分散型電源の出力指令値を算出する
ことを特徴とする蓄電システム。
【請求項６】
　請求項５記載の蓄電システムにおいて、
　前記系統周波数検出部は、前記検出された偏差に対して一定値の時定数を有するフィル
タ処理を行い、さらに一定値の時間遅れを持たせた値を出力値とする
ことを特徴とする蓄電システム。
【請求項７】
　分散型電源と配電系統との間に設けられ、蓄電装置と、前記分散型電源の出力電力に対
して前記蓄電装置の充放電を行う電力変換装置と、前記電力変換装置の充放電の制御を行
う充放電制御装置とを備えた蓄電システムの制御方法であって、
　前記分散型電源の電力を検出する分散型電源電力検出工程と、
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　前記蓄電装置の充電容量を算出する蓄電装置充電容量算出工程と、
　前記蓄電装置充電容量算出工程による算出結果に基づいて、前記蓄電システムを含めた
前記分散型電源の出力指令値を算出する出力指令値算出工程と、
　前記出力指令値算出工程と前記分散型電源電力検出工程との結果に基づいて、前記電力
変換装置に対して前記蓄電装置の充電または放電指令値を出力する蓄電装置充放電指令工
程とを備え、
　前記電力変換装置は、前記蓄電装置充放電指令工程の出力に基づいて前記蓄電装置の充
放電を行う
ことを特徴とする蓄電システムの制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、キャパシタや二次電池などの蓄電装置を備えた蓄電システム及びその制御方
法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　地球温暖化対策として、またエネルギーセキュリティの観点から再生可能エネルギーが
世界的に導入されている。日本もその例外では無く、自然エネルギーとして代表的な太陽
光発電について政府方針として２０２０年までに現状の２０倍、約２８００万ｋＷ、また
２０３０年までには現状の約３８倍、約５３００万ｋＷの導入計画がある。
【０００３】
　しかし、将来の太陽光発電の大量導入を想定すると次のような解決すべき課題が指摘さ
れている。
１．逆潮流による配電系統の電圧上昇
２．大量導入時の余剰電力対策
３．天候変化に伴う短時間的出力変動
４．大量導入時、特に離島などの小規模自立系統における系統周波数調整能力不足
【０００４】
　これらの課題は基本的には太陽光発電が連系される電力システム側で対策を検討すべき
ことであるが、上記の３と４については電源側（太陽光発電側）にて実施できる対策も考
えられる。なお、上述した１～４の課題は、太陽光発電に限らず、風力発電などの自然エ
ネルギー発電といった分散型電源一般に適用するものである。
【０００５】
　小規模自立系統の電源として設置された太陽光発電装置には、周波数及び電力出力安定
化のために蓄電システムが設けられることがある。本発明は上記の３と４についての対策
の一つを提供するものであり、上述の蓄電システムにおいて出力制御原理として仮想同期
発電機(Virtual Synchronous Generator)のコンセプトに基づき蓄電システムの充放電制
御を行うものである。
【０００６】
　この仮想同期発電機のコンセプトは2007年にスタートした 欧州の研究グループで提唱
されている。オランダのエネルギー研究所の主導のもと、オランダ、ベルギー、ルーマニ
ア、ドイツの大学、研究機関が研究に参画している。（例えば、非特許文献１参照。）
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００７】
【非特許文献１】J. Driesen, K. Visscher, Virtual synchronous generators, 2008, P
roceedings of the IEEE PES Meeting, 20-24 July, Pittsburgh, PA, USA
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
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　しかし、上述した仮想同期発電機のコンセプトを用い、太陽光発電装置などの分散型電
源を対象にして、蓄電システムの充放電の具体的制御方法を実現した例はまだ報告されて
いない。
【０００９】
　そこで、本発明は以上の点を考慮してなされたもので、仮想同期発電機のコンセプトを
用いることで、分散型電源からの電力及び周波数を適切に制御することの可能な、蓄電シ
ステム及びその制御方法を提案することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明は、分散型電源と配電系統との間に設けられた蓄電システムに適用される。そし
て、蓄電装置と、分散型電源の出力電力に対して蓄電装置の充放電を行う電力変換装置と
、電力変換装置の充放電の制御を行う充放電制御装置とを備え、充放電制御装置は、分散
型電源の電力を検出する分散型電源電力検出部と、蓄電装置の充電容量を算出する蓄電装
置充電容量算出部と、蓄電装置充電容量算出部の出力に基づいて、蓄電システムを含めた
分散型電源の出力指令値を算出する出力指令値算出部と、出力指令値算出部と分散型電源
電力検出部との出力結果に基づいて、電力変換装置に対して蓄電装置の充電または放電指
令値を出力する蓄電装置充放電指令部とを備え、電力変換装置は、蓄電装置充放電指令部
からの出力に基づいて蓄電装置の充放電を行うことにより上述の目的を達成せんとしてい
る。
【００１１】
　ここで、出力指令値算出部は、蓄電装置充電容量算出部により算出された蓄電容量と、
予め定められた蓄電装置の蓄電容量基準値とを比較して、出力指令値を算出してもよい。
【００１２】
　また、蓄電装置充放電指令部は、出力指令値算出部により算出された出力指令値と、分
散型電源電力検出部により検出された分散型電源の電力とを比較し、これらの差分を解消
するように蓄電装置の充電または放電指令値を出力してもよい。
【００１３】
　さらに、蓄電装置をキャパシタとしてもよく、この場合、蓄電装置充電容量算出部は、
キャパシタの電圧を検出して充電容量を算出してもよい。
【００１４】
　また、充放電制御装置は、配電系統の周波数を検出し、この配電系統の定格周波数との
偏差を検出する系統周波数検出部を備えてもよく、この場合、出力指令値算出部は、系統
周波数検出部の出力にも基づいて蓄電システムを含めた分散型電源の出力指令値を算出し
てもよい。
【００１５】
　さらに、系統周波数検出部は、検出された偏差に対して一定値の時定数を有するフィル
タ処理を行い、さらに一定値の時間遅れを持たせた値を出力値としてもよい。
【００１６】
　また、本発明は、分散型電源と配電系統との間に設けられ、蓄電装置と、分散型電源の
出力電力に対して蓄電装置の充放電を行う電力変換装置と、電力変換装置の充放電の制御
を行う充放電制御装置とを備えた蓄電システムの制御方法に適用され、そして、分散型電
源の電力を検出する分散型電源電力検出工程と、蓄電装置の充電容量を算出する蓄電装置
充電容量算出工程と、蓄電装置充電容量算出工程による算出結果に基づいて、蓄電システ
ムを含めた分散型電源の出力指令値を算出する出力指令値算出工程と、出力指令値算出工
程と分散型電源電力検出工程との結果に基づいて、電力変換装置に対して蓄電装置の充電
または放電指令値を出力する蓄電装置充放電指令工程とを備え、電力変換装置は、蓄電装
置充放電指令工程の出力に基づいて蓄電装置の充放電を行うことにより上述の目的を達成
せんとしている。
【発明の効果】
【００１７】
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　本発明によれば、仮想同期発電機のコンセプトを用いることで、分散型電源からの電力
及び周波数を適切に制御することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】同期発電機の動特性を説明するブロック線図である。
【図２】本発明の一実施形態である蓄電システムを示すブロック図である。
【図３】本発明の一実施形態である蓄電システムの制御方法を説明するための動特性説明
図である。
【図４】本発明の一実施形態である蓄電システムの制御方法を説明するための動特性説明
図の他の例である。
【図５】一実施形態の蓄電システムにおける充放電制御装置の動作を説明するための図で
ある。
【図６】一実施形態の蓄電システムの制御方法におけるＰＶアレイ出力と太陽光発電シス
テム出力指令値との関係を示す図である。
【図７】一実施形態の蓄電システムの制御方法におけるＰＶアレイ出力と蓄電装置充電指
令値、蓄電装置放電指令値との関係を示す図である。
【図８】一実施形態の蓄電システムの制御方法における配電系統周波数変化と太陽光発電
システム出力指令値、蓄電装置充電指令値、蓄電装置放電指令値との関係を示す図である
。
【図９】一実施形態の蓄電システムの制御方法において配電系統が電源喪失した際の対策
を説明するための図であり、そのシミュレーション回路を示す図である。
【図１０】図９に示すシミュレーション回路によるシミュレーション結果を示す図である
。
【図１１】一実施形態の蓄電システムの制御方法において配電系統の周波数が変化した場
合の太陽光発電システム出力と蓄電装置のＳＯＣ変化とを算出したシミュレーション結果
を示す図である。
【図１２】一実施形態の蓄電システムの制御方法によるＰＶアレイ出力平滑化効果を説明
するシミュレーションのための系統モデルを示す図である。
【図１３】図１１に示すシミュレーションモデルによるシミュレーション結果を示す図で
ある。
【図１４】本発明の他の実施形態である蓄電システムの制御方法を示す動特性説明図であ
る。
【図１５】本発明のまた他の実施形態である蓄電システムの制御方法を示す動特性説明図
である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　まず、本発明の実施形態を説明する前に、本発明の概念について説明する。本発明は、
仮想同期発電機コンセプトに基づいた以下の二つの制御を実現する。
【００２０】
（１）太陽光アレイなどの分散型電源の出力の短周期変動の平滑化制御
　例えば、日射強度変動による太陽光アレイ出力の短周期変化を蓄電装置の充放電により
補償し、平滑化された電力を交流に変換して連系された電力系統へ供給する。これは仮想
同期発電機において、太陽光アレイ出力を原動機出力の変動と見なし、蓄電装置の充放電
を機械的慣性のフライホイール効果と見なす制御を実現する。
【００２１】
 （２）系統周波数変動の抑制制御
　連系する電力系統の容量に対して例えば太陽光発電導入量の割合が大きい場合、系統内
の負荷変化に起因する系統周波数の変動に対して、系統周波数の調整容量の不足により系
統周波数を一定範囲内に維持することが難しくなる。例えば電力需要が少ない小規模自立
系統を有する離島にてディーゼル発電とともに太陽光発電が主要な電源である場合がこの



(6) JP 2013-46503 A 2013.3.4

10

20

30

40

50

条件に相当する。
【００２２】
　ディーゼル発電だけでなく、もし太陽光発電もその導入容量に応じて周波数制御の役割
が分担できれば系統の安定運用のために望ましい。これを実現する一つのアプローチが蓄
電装置の充放電作用に基づく仮想同期発電機模擬である。従来の同期発電機の周波数制御
機能（回転速度制御機能）を有する仮想同期発電機と等価な制御方法を実現する。
【００２３】
　以下、図面を参照して、本発明の蓄電システム及びその制御方法の実施形態について説
明する。
【００２４】
　まず、本発明の発明者が本発明を想到するに至った契機である同期発電機の動特性につ
いて説明する。図１は、同期発電機の動特性を説明するブロック線図である。この図にお
いて、１０１は原動機出力、１０４は同期発電機出力であり、これらの差が発電機回転子
を回転させようとする加速トルクとなり、回転速度変化１０２として現れる。図中では積
分器２を用いて数学的に表現されている。回転速度変化１０２は電力システム３に対する
位相角１０３の変化を生じて、それが同期発電機出力１０４を変化させる。図中では積分
器４を用いて数学的に表現されている。同期発電機には回転速度変化１０２を解消するよ
うに速度制御系５が設備されており、この速度制御系５は、回転速度変化１０２を検出し
て原動機１に速度制御系出力信号１０５を与えてその出力を制御する。本発明の蓄電シス
テム及びその制御方法は、図１に説明した同期発電機の動特性を蓄電システムの充放電制
御により実現しようとするものである。
【００２５】
　図２は、本発明の一実施形態である蓄電システムを示すブロック図である。本実施形態
の蓄電システムは太陽光発電システムに適用されたものである。この図において、２７は
ＰＶ（Photovoltaic：太陽電池）アレイであり、その直流出力はＤＣ／ＡＣ変換装置２９
に入力されて交流に変換され、配電系統３０に供給される。ＰＶアレイ２７は複数の太陽
電池モジュールが組み合わされて一つの分散型電源として構成されたものである。ここに
、個々の太陽電池モジュールの特性等は任意であり、本明細書ではその詳細な説明を省略
する。ＤＣ／ＡＣ変換装置（インバータ）２９は、ＰＶアレイ２７から出力され、後述す
る蓄電装置２８から適宜充放電がされることで平滑化制御された直流電力を、商用電源（
日本であれば定格周波数が５０または６０Ｈｚ）の単相または３相の交流電力に変換する
。従来、ＰＶアレイと配電系統との間にはＰＣＳ（Power Conditioning System：パワー
コンディショナ装置）が設置され、電圧及び周波数制御が行われるとともに、商用電源に
用いられる交流電力への変換が行われる。本実施形態においては、蓄電システム及びＤＣ
／ＡＣ変換装置２９を含めて従来のパワーコンディショナ装置に相当すると考えることが
できる。
【００２６】
　２８は蓄電装置であり、ＰＶアレイ２７からの出力直流電力の充放電を行う機能を持つ
。蓄電装置２８は、例えば二次電池やキャパシタから構成されうるが、頻繁な充放電を行
うことを考慮すると、繰り返し充放電寿命及び正確な充電容量把握の観点から二次電池よ
りも優れた性能をもつキャパシタ、特に大静電容量が実現可能なスーパーキャパシタある
いはウルトラキャパシタと呼ばれる電気二重層キャパシタやリチウムイオンキャパシタが
好適である。
【００２７】
　蓄電装置２８の充放電は、この蓄電装置２８とＰＶアレイ２７の出力との間に配置され
たＤＣ／ＤＣ変換装置（コンバータ）３３により行われる。このＤＣ／ＤＣ変換装置３３
は、いわゆる双方向ＤＣ／ＤＣコンバータであり、外部からの制御（本実施形態では後述
する充放電制御装置２４）に基づいて蓄電装置２８の充電及び放電の動作を繰り返す。
【００２８】
　ＤＣ／ＤＣ変換装置３３により制御される蓄電装置２８の充放電は、充放電制御装置２
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４により指令が行われる。この充放電制御装置２４は、例えばＣＰＵ等のプロセッサとＲ
ＡＭ、ＲＯＭなどの記憶装置（いずれも図略）を備え、記憶装置内に格納されたプログラ
ムが実行されることで各種制御を実行できる構成となっている。そして、このプログラム
が実行されることで、この充放電制御装置２４内には、ＰＶアレイ２７の電力値を検出す
るＰＶアレイ電力検出部（分散型電源電力検出部）２４１、蓄電装置２８の電圧を検出し
て、この蓄電装置２８の充電容量（ＳＯＣ：State of Charge）を算出する蓄電装置ＳＯ
Ｃ算出部（蓄電装置充電容量算出部）２４２、配電系統３０の周波数を測定してこの配電
系統３０の定格周波数（上述のように日本であれば５０または６０Ｈｚ）との偏差を検出
する系統周波数検出部２４３、上述の蓄電装置２８のＳＯＣの基準値を出力するＳＯＣ基
準値出力部２４４、これらＰＶアレイ電力検出部２４１、蓄電装置ＳＯＣ算出部２４２、
系統周波数検出部２４３及びＳＯＣ基準値出力部２４４の出力結果に基づいて、太陽光発
電システムの出力指令値を算出する太陽光発電システム出力指令値算出部（出力指令値算
出部）２４５、及び、この太陽光発電システム出力指令値算出部２４５から出力される指
令値に基づいて、蓄電装置２８の充放電を制御するための信号をＤＣ／ＤＣ変換装置３３
に出力する蓄電装置充放電指令部２４６を備える。なお、ＳＯＣ基準値出力部２４４が出
力するＳＯＣ基準値は、一例として６０～８０％の所定値とされる。この値は、適宜設定
可能である。
【００２９】
　図３は太陽光発電システムを一例とした本発明の一実施形態である蓄電システムの制御
方法を示す動特性説明図である。図３に示す動特性説明図は、図２に示す蓄電システムに
適用されるものである。従って、同一の構成要素については同一の符号を付し、その説明
を簡略化する。
【００３０】
　図３において、ＰＶアレイ２７の出力はＤＣ／ＡＣ変換装置２９を介して配電系統３０
に電力を供給している。ＰＶアレイ２７とＤＣ／ＡＣ変換装置２９の間にＤＣ／ＤＣ変換
装置３３を介して蓄電装置２８が接続される。ＤＣ／ＤＣ変換装置３３は、充放電制御装
置２４の充電指令値２５によりＤＣ回路３１から蓄電装置２８へ充電し、また逆に放電指
令値２６により蓄電装置２８からＤＣ回路３１へ放電する。充放電制御装置２４はＰＶア
レイ出力検出値１１と後述する太陽光発電システム出力指令値１６との差の電力値に基づ
いて動作する。なお充放電制御装置２４の具体的な動作原理については図４を用いて後述
する。
【００３１】
　蓄電装置２８の充電容量(State of Charge, ＳＯＣと略す)は、それがキャパシタの場
合、次式で示すように蓄電装置２８の電圧を検出することで容易に、かつ精度良く検出す
ることができる。これが図中のキャパシタＳＯＣ検出信号２０１であり、蓄電装置ＳＯＣ
算出部２４２により算出される。
【００３２】
【数１】

ここで、Ecapacitorは充電電力、(Ws)ratedや(kWh)ratedは蓄電装置２８の定格容量(Ws単
位、kWh単位)、Cは静電容量(F)、Vc、Vcminはそれぞれ蓄電装置２８の検出電圧(V)と定格
最低電圧(V)である。
【００３３】
　もし、積分器１９の出力信号２０４を無視した場合、ＳＯＣ基準値出力部２４４が出力
するＳＯＣ基準値１４と蓄電装置ＳＯＣ算出部２４２が算出するキャパシタＳＯＣ検出信
号２０１とを比較して、その差信号が正の制御ゲイン１５の入力となる。制御ゲイン１５
の出力信号２０２はキャパシタＳＯＣ検出信号２０１とＳＯＣ基準値１４との差信号に制
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御ゲイン１５を乗じたもので、その時の蓄電装置２８の充電容量がＳＯＣ基準値１４より
も大きい場合に正、その逆の場合に負の信号を得る。キャパシタ充電容量（ＳＯＣ）は蓄
電装置２８の充電電力の時間積分に比例する。この関係は、図１の同期発電機の動特性を
説明するブロック図において積分器２の動作と同じであることが容易に分かる。それ故、
制御ゲイン出力信号２０２と図１の回転速度変化１０２とは対応関係にある。即ち、制御
ゲイン出力信号２０２は同期発電機の等価的な回転速度変化に相当すると見なすことがで
きる。ここで過渡ゲイン回路出力信号２０６を無視した場合、制御ゲイン出力信号２０２
は回転速度相当信号２０３に等しく、積分器４を介して太陽光発電システム出力指令値１
６を得る。この出力指令値１６は図１の同期発電機の場合の同期発電機出力１０４に相当
するものである。なお、ＰＶアレイ電力検出部２４１により検出されるＰＶアレイ出力検
出値１１は図１の原動機出力１０１に相当するものである。
【００３４】
　以上説明したように、図３に示す本発明の一実施形態である蓄電システムの制御方法に
おいて、積分器１９の出力信号２０４と過渡ゲイン回路出力信号２０６を無視した場合に
は、図１の同期発電機の動特性を説明するブロック図において、速度制御系出力信号１０
５を無視した場合と動特性が等価であることが分かる。
【００３５】
　図３において、配電系統３０の系統周波数２０７が関与する場合について本実施形態の
蓄電システムの制御方法を説明する。系統周波数検出部２４３の出力信号に制御ゲイン１
８を乗じて、その信号にハンチング抑制回路２０からのハンチング抑制回路出力信号２０
５を加算して積分器１９の入力とする。積分器１９の出力信号２０４はＳＯＣ基準値１４
とキャパシタＳＯＣ検出信号２０１の信号に加算されてその信号は制御ゲイン１５の入力
とされる。また同時に、系統周波数検出部２４３の出力信号は過渡ゲイン回路２１に入力
されて、過渡ゲイン回路２１の出力信号２０６は制御ゲイン１５の出力信号２０２に加算
される。
【００３６】
　ここで、ハンチング抑制回路２０は制御回路の不要な発振を防止して安定化を図る目的
で使用するもので、数学的には比例要素と不完全微分要素などで容易に実現できる公知の
ものである。このハンチング抑制回路２０を設けることにより、蓄電システムの充放電制
御において発生する可能性のあるハンチング動作を事前に防止することが期待できる。過
渡ゲイン回路２１もハンチング抑制回路２０と同様、比例要素と不完全微分要素などの組
み合わせで構成される。
【００３７】
　積分器１９の出力信号２０４は、同期発電機の動特性を説明する図１のブロック線図に
おける、速度制御系出力信号１０５と等価的な役割を持たせるための信号である。なお、
同期発電機の回転速度変化１０２に相当するのは、図３に示す本実施形態においては系統
周波数検出部２４３の出力信号に対応する。図１の場合、速度制御系出力信号１０５は原
動機１を介して積分器２の入力側に印加されるが、図３に示す本実施形態の場合には積分
器２に相当する蓄電装置２８の出力側に加算する形となるため、図１との等価性を持たせ
るために積分器１９を導入した。これにより、系統周波数２０７が配電系統３０の定格周
波数より高めの時にはＰＶアレイ２７の出力の一部を蓄電装置２８に充電して配電系統３
０へ供給する電力を減らし、また逆に系統周波数２０７が配電系統３０の定格周波数より
低めの時には蓄電装置２８から放電して、ＰＶアレイ２７の出力に加えて配電系統３０へ
供給する電力を増やして、太陽光発電システムの周波数変動の安定化に寄与することがで
きる。また、過渡ゲイン回路２１を介する制御ループは出力制御の応答性を改善するため
に付加したものである。これにより、制御応答効果を高めた太陽光発電システムの周波数
変動の安定化に寄与することができる。
【００３８】
　図４は、本発明の一実施形態であるである蓄電システムの制御方法を示す図３の動特性
説明図において過渡ゲイン回路２１を除外した等価的な動特性説明図である。図４におい
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て積分器２２を導入したが、これは蓄電装置２８の充電容量(ＳＯＣ)が次式の積分式で表
されることによる。前述したように、蓄電装置２８の充電容量(ＳＯＣ)は蓄電装置２８の
充電電力を積分したものに等しい。蓄電装置２８の充電容量を、太陽光発電システム全体
の入出力電力の差で考えた計算式で表すと、
【００３９】
【数２】

ここで、ΔParrayはＰＶアレイ２７の出力電力の変化分、△Poutは太陽光発電システムの
出力電力の変化分、(kW)ratedはＰＶアレイ２７の定格出力であり、ここで(kWs)rated/(k
W)rated=Heqとおいた。これを仮想同期発電機の等価慣性定数と定義する。
【００４０】
　説明を容易にするため、図３の過渡ゲイン回路２１を無視して図１と対比しやすく図３
を等価的に変形したのが、図４の等価的な動特性説明図である。これより、図３に示す本
実施形態の蓄電システムの制御方法を示す動特性説明図と図１の同期発電機の動特性を説
明するブロック図とは、制御ゲインの任意性があるものの、基本的に等価な動特性を有す
ると考えてよい。
【００４１】
　ここで、図２及び図３における充放電制御装置２４の動作について説明する。図５は蓄
電装置２８の時々刻々の充放電電力の決定方法を示す。図３または図４における太陽光発
電システム出力指令値１６とＰＶアレイ２７の出力１１を元にして蓄電装置２８の充電電
力と放電電力を計算し、蓄電装置２８とＰＶアレイ２７の出力との間に設けられたＤＣ／
ＤＣ変換装置３３を制御して充放電制御を行う。時刻ｔにおける太陽光発電システム出力
指令値１６の値をPcon(t)、またＰＶアレイ２７の出力１１の値をPpv(t)とすると、時刻
ｔにおける蓄電装置の充電電力指令値Pcharge(t)と放電電力指令値Pdischarge(t)とは次
のように計算される。
（ａ）Pcon(t)<Ppv(t)の時、Pcharge(t)=Ppv(t)-Pcon(t)、Pdischarge(t)=0
（ｂ）Pcon(t)>Ppv(t)の時、Pcharge(t)=0、Pdischarge(t)=Pcon(t)-Ppv(t)
【００４２】
つまり、本実施形態では、充放電制御装置２４は、太陽光発電システム出力指令値１６の
値Pcon(t)とＰＶアレイ２７の出力１１の値Ppv(t)とを比較し、太陽光発電システム出力
指令値１６の値Pcon(t)がＰＶアレイ２７の出力１１の値Ppv(t)より小さければ、その差
分値を充電電力指令値Pcharge(t)とし、太陽光発電システム出力指令値１６の値Pcon(t)
がＰＶアレイ２７の出力１１の値Ppv(t)より大きければ、その差分値を放電電力指令値Pd
ischarge(t)とし、結果的に、太陽光発電システム出力指令値１６の値Pcon(t)とＰＶアレ
イ２７の出力１１の値Ppv(t)との差分を打ち消すように蓄電装置２８に充放電を行わせる
ように制御している。この制御は、主に蓄電装置充放電指令部２４６の動作として実行さ
れる。
【００４３】
　図６は図５の動特性説明図による蓄電装置２８の充放電動作の説明図である。太陽光発
電システム出力指令値１６とＰＶアレイ２７の出力１１とも時々刻々と変化するが、その
大小関係に応じて、蓄電装置の充電電力と放電電力とが交互に入れ替わって変化する。こ
の結果、太陽光発電システム出力をPsystem(t)とすると、
（ａ）Pcon(t)<Ppv(t)の時、Psystem(t)=Ppv(t)-Pcharge(t)=Pcon(t)
（ｂ）Pcon(t)>Ppv(t)の時、Psystem(t)=Ppv(t)+Pdisrge(t)=Pcon(t)
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【００４４】
となって太陽光発電システム出力Psystem(t)は原理的に太陽光発電システム出力指令値１
６の値Pcon(t)に等しくなるように制御される。
【００４５】
　図７を用いて、ＰＶアレイ２７の出力が変動した場合の本発明の一実施形態である蓄電
システムの制御方法について説明する。図７の上段にＰＶアレイ２７の出力と太陽光発電
システム出力指令値１６の時間変化を示す。ＰＶアレイ２７の出力が太陽光発電システム
出力指令値１６よりも小さい期間には放電動作となり、逆にＰＶアレイ２７の出力が太陽
光発電システム出力指令値１６よりも大きい期間には充電動作となり、太陽光発電システ
ムの出力を一定に維持するように働く。
【００４６】
　図８を用いて、配電系統周波数が変動した場合の本発明の一実施形態である蓄電システ
ムの制御方法について説明する。図８の上段に系統周波数の時間変化を示す。実際の周波
数が商用電源の定格周波数（５０または６０Ｈｚ）よりも大きい期間には充電動作となり
、逆に実際の周波数が定格周波数よりも小さい期間には放電動作となり、周波数変動を抑
制する方向に働く。
【００４７】
　なお、従来の太陽光発電システム用のパワーコンディショナ装置には単独運転検出装置
が組み込まれており、この単独運転検知装置は、配電系統側が電源喪失した場合において
太陽光発電システムの単独運転移行を防止し、系統側の復旧を容易にする機能を有する。
単独運転移行の際の急峻な周波数変化に応答して、本実施形態である蓄電システムの制御
方法が高速に出力制御を行い、単独運転検出に支障を与えることを防止する対策として、
周波数変化に対応する制御信号を下記のように制約を持たせることもできる。なお、以下
の動作は、系統周波数検出部２４３の動作として行えば良い。
【００４８】
（１）検出した周波数に１秒以上の時定数を持つ一次遅れ伝達関数を適用して急峻な変化
を除去するようにフィルタリングする。
【００４９】
（２）フィルタリング後の周波数信号に対して、さらに２秒以上の時間遅れ伝達関数(Tim
e Delay)を適用してその出力を制御信号とする。従って、急峻な周波数変化があっても実
際に制御に反映されるのは２秒後以降となる。
【００５０】
　図９に上記対策の簡単なシミュレーションモデル構成図、図１０に周波数がステップ状
に変化した場合の制御信号の応答例を示す。図１０に示すように、制御信号は変化後２秒
間は無反応であり、この間に単独運転検出機能は１秒以内で完了する。このようにフィル
タリングと２秒以上の時間遅れ要素の適用により、単独運転検出機能との動作時間の棲み
分けができる。
【００５１】
　図１１～図１３は本発明の一実施形態である蓄電システムの応答をシミュレーションに
より検証した例である。
【００５２】
　図１１に本実施形態による周波数制御効果をシミュレーション例にて示す。系統周波数
をステップ状に変化させて、本実施形態の蓄電システムを含む太陽光発電システムの出力
応答、及び蓄電装置２８のＳＯＣの変化を模擬したものである。図１１のシミュレーショ
ン例は、制御ゲインの値が次の場合のケースである。
【００５３】
【数３】
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ここで、Kbは図３または図４における制御ゲイン１５、Heqは図４における積分器２２の
等価慣性定数、Kpは図３または図４における制御ゲイン１８である。
【００５４】
　周波数が増加した場合には太陽光発電システムの出力を減少させ、逆に周波数が減少し
た場合には太陽光発電システムの出力を増加させて系統の需給不平衡に伴う周波数変化を
抑制して系統安定化に貢献できることが分かる。
【００５５】
　小規模系統モデルを用いてＰＶアレイ２７の出力変動に対する抑制効果のシミュレーシ
ョン例を示す。図１２はシミュレーションで用いた系統モデルである。太陽光発電システ
ムの定格を4kWとし、ディーゼル発電機の容量9.3kVAおよび系統負荷量6.7kWについては全
電源容量の約３０％が太陽光発電システムの導入容量となるように調整して設定したケー
スである。系統は電源容量の約３０％が太陽光発電システムの導入容量のケースである。
図１３はＰＶアレイ２７の出力平滑化効果を説明するシミュレーション例である。
【００５６】
　シミュレーション結果より、ＰＶアレイ２７の出力が短周期で大きく変動しても本実施
形態である蓄電システムの制御方法により、変動は平滑化され系統への影響を抑制してい
ることが示された。
【００５７】
　以上説明したように、本実施形態によれば、天候変化に伴う短時間的出力変動の抑制、
及び大量導入時、特に離島などの小規模自立系統における系統周波数調整能力不足に対し
て、電源側として系統安定運用に貢献できる新しいタイプの蓄電システムが提供できる。
【００５８】
　また、本実施形態は仮想同期発電機の概念に基づいており、その特徴は蓄電装置２８の
充電容量ＳＯＣを検出して制御するものであるので、充放電に際して蓄電装置２８の充電
容量の過多を考慮した制御が実現できるとともに、制御のためのパラメータ（制御ゲイン
）が少ないためにシンプルな構成になっており、調整が容易である。
【００５９】
　なお、本発明の蓄電システム及びその制御方法は、その細部が本発明の趣旨を逸脱しな
い範囲において種々の太陽光発電システムに適用することが可能である。
【００６０】
　例えば、配電系統との連系用インバータであるＤＣ／ＡＣ変換装置が、出力電流を基準
と比較する一般の電流制御形インバータである場合は図２及び図３に示す一実施形態がそ
のまま適用できるが、出力電圧を基準と比較する電圧制御形のＤＣ／ＡＣ変換装置を採用
した場合においては、配電系統側電圧位相を検出し、太陽光発電システムの出力目標値に
相当する位相角を算出して、それを検出した配電系統側電圧位相に加算してインバータ出
力電圧位相とすれば本発明を適用することができる。具体的には図３において太陽光電シ
ステム出力指令値１６をＤＣ／ＡＣ変換装置２９に入力して太陽光発電システムの出力目
標値とする。
【００６１】
　また、本発明の蓄電システム及びその制御方法は、上述の一実施例のように太陽光発電
システムに用いられるばかりでなく、その細部が本発明の趣旨を逸脱しない範囲において
太陽光発電以外の種々の直流発電システムに適用することが可能である。例えば、図２～
図４におけるＰＶアレイ２７の代わりに、例えば燃料電池の発電部を用いても同じ効果が
期待される。
【００６２】
　さらに、本発明の蓄電システム及びその制御方法は、上述の一実施例のように直流発電
システムに用いられるばかりでなく、その細部が本発明の趣旨を逸脱しない範囲において
直流発電システム以外の交流発電システムにも適用することが可能である。図１４は図２
及び図３におけるＰＶアレイ２７の代わりに、例えば交流電源である風力発電機５０を適
用した場合を示す。この場合にはＤＣ／ＤＣ変換器３３の代わりにＡＣ／ＤＣ変換器５２
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を適用する。ＰＶアレイ出力検出値１１の代わりに風力発電出力検出値５１を充放電制御
装置２４への入力信号とする。風力発電機の場合にはその出力変動を抑制することが本発
明に期待される効果であるので、図１４には図３における配電系統３０からの周波数検出
に基づく制御部分（１８、２１、２０６、２０７、２４３）は省略してある。
【００６３】
　さらに、本発明の蓄電システム及びその制御方法は、上述の一実施例のように発電シス
テムに用いられるばかりでなく、その細部が本発明の趣旨を逸脱しない範囲において発電
システム以外の所謂ハイブリッド蓄電システムにも適用することが可能である。図１５は
図２及び図３におけるＰＶアレイ２７の代わりに配電系統３０に連系するＡＣ／ＤＣ変換
装置５２を、またＤＣ／ＡＣ変換装置２９の代わりに第二の蓄電装置５３を適用した場合
を示す。ＰＶアレイ出力検出値１１の代わりにＡＣ／ＤＣ変換装置５２の変換電力検出値
５４を充放電制御装置２４への入力信号とする。このハイブリッド蓄電システム場合には
蓄電装置２８として充放電サイクル寿命に優れたリチウムイオンキャパシタなどの所謂ス
ーパーキャパシタを選択し、第二の蓄電装置５３としてエネルギー密度の高いリチウムイ
オン電池などの二次電池を選択して第二の蓄電装置５３への充放電電力変動量を抑制する
ことで、第二の蓄電装置５３のサイクル寿命を延ばすこと第二の蓄電装置５３への充放電
電力変動を抑制することが図１５に示す例に期待される効果である。従って、図１５には
図２における配電系統３０からの周波数検出に基づく制御部分（１８、２１、２０６、２
０７、２４３）は省略してある。
【産業上の利用可能性】
【００６４】
　本発明によれば直流発電システム、例えば太陽光発電システムが系統容量に対して大き
な比率で連系される場合に配電系統の安定運用に電源として貢献することができる。また
、交流発電システムやハイブリッド蓄電システムにおける出力変動を蓄電装置で吸収して
安定した電力に変換する、平滑フィルタとして貢献することができる。
【符号の説明】
【００６５】
１１　ＰＶアレイ出力検出値
１４　ＳＯＣ基準値
１５　制御ゲイン
１６　太陽光発電システム出力指令値
１７　系統周波数変化
１８　制御ゲイン
１９　積分器
２０　ハンチング抑制回路
２１　過渡ゲイン回路
２２　積分器
２３　制御ゲイン
２４　充放電制御装置
２５　蓄電装置充電指令値
２６　蓄電装置放電指令値
２７　ＰＶアレイ
２８　蓄電装置
２９　ＤＣ／ＡＣ変換装置
３０　配電系統
５０　風力発電機
５１　風力発電出力検出値
５２　ＡＣ／ＤＣ変換器
５３　第二の蓄電装置
５４　変換電力検出値
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２０１　キャパシタＳＯＣ検出信号
２０２　制御ゲイン出力信号
２０３　回転速度相当信号
２０４　積分器出力信号
２０５　ハンチング抑制回路出力信号
２０６　過渡ゲイン回路出力信号
２０７　系統周波数
２４１　ＰＶアレイ電力検出部
２４２　蓄電装置ＳＯＣ算出部
２４３　系統周波数検出部
２４４　ＳＯＣ基準値出力部
２４５　太陽光発電システム出力指令値算出部
２４６　蓄電装置充放電指令部

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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